
1878年12月
第七十七国立銀行として営業開始

1893年5月
宮城貯蓄銀行設立

（1921年に五城銀行に改称）

1882年7月
東京支店開設

1898年3月
株式会社七十七銀行に改組

1932年1月
七十七銀行、東北実業銀行、五城銀行の３行
が合併し現在の株式会社七十七銀行設立

1973年8月
東京証券取引所市場第一部指定

1978年10月
七十七信用保証株式会社を設立
1978年12月
創業百周年式典挙行、資本金120億円に増資

1988年4月
ニューヨーク駐在員事務所を開設
1988年10月
資本金222億円に増資

2016年1月
共同利用システム（MEJAR）の利用開始
2016年5月
シンガポール駐在員事務所を開設
2016年7月
七十七キャピタル株式会社を設立
2016年7月
七十七証券設立準備株式会社を設立（2017年1月に七十七
証券株式会社に商号変更）
2016年9月
八戸法人営業所を設置
2016年11月
七十七リース株式会社、七十七信用保証株式会社、株式会社
七十七カードを完全子会社化

2018年4月
中期経営計画「『For The Customer ＆ For The Future』
～ベスト・コンサルティングバンク・プロジェクト～」スタート
2018年7月
七十七リサーチ＆コンサルティング株式会社を設立

1990年11月
ニューヨーク駐在員事務所をニューヨーク支店に昇格

1997年12月
七十七クレジットサービス
株式会社を設立

1998年4月
七十七ビジネス振興財団
設立

1983年2月
株式会社七十七カードを設立

1910年6月
株式会社東北実業銀行創立

1961年5月
経営の基本理念として「行是」を制定

2005年7月
上海駐在員事務所を開設

2006年11月
青森法人営業所を設置

2017年6月
監査等委員会設置会社へ移行

1999年3月
ニューヨーク支店、ロンドン駐在員事務所を廃止
1999年8月
株式会社七十七カードおよび七十七クレジットサービス株式会社が、
株式会社七十七カードを存続会社として合併

1985年10月
ロンドン駐在員事務所を開設

明治11年創業当初の本店
（日野屋跡）

シンガポール駐在員事務所入居ビル

上海駐在員事務所入居ビル

現本店

東京支店
第七十七国立銀行が最初に東京支店
を置いた明治時代の渋沢倉庫

1972年10月
株式を上場（東京証券取引所市場第二部、
札幌証券取引所）

1974年11月
七十七リース株式会社を設立

1977年9月
本店を仙台市中央三丁目に新築移転

1990

2000

2010

1980

1970

1960

当行の強み

① 渋沢栄一との深いつながり
「日本の資本主義の父」と呼ばれた実業家の渋沢栄一は、大蔵省に入るきっかけをつくった伊達宗城を通じ

て東北地方に強い関心をもち、当時宮城県に地元地盤の銀行がなかったことなどを理由に、第七十七国立銀
行の設立に際して、銀行業の本質や経営の基本的な考え方などに関する様々な助言や出資のみならず、遠藤
敬止（第二代・四代頭取）や大野清敬など得難い人材を第一国立銀行より派遣しました。

さらに、第一国立銀行の宮城県における業務を第七十七国立銀行へ譲ったほか、明治４１年には相談役に
就任するなど、長年にわたり当行を物心両面で支援しました。当行の経営理念を記した「行是」の「銀行の
発展は地域社会の繁栄とともに」の一節に、渋沢栄一の「道徳経済合一」の精神が今も息づいています。

競争優位の源泉

② 東京証券取引所との信頼関係
1878年5月に創立された東京株式取引所（現㈱東京証券取引所）は、取引高の増加に伴い、株式の売

買における清算すべてを行う場勘業務（※）を銀行に任せることとし、1894年、数ある銀行の中から唯一、
第七十七国立銀行を指定しました。

これは、渋沢栄一の推薦があったことのほか、第五代頭取となった大野清敬が東京支店長時代、不況に
よる株の暴落時に、東京株式取引所への救済融資を行い、危機を救ったことなどが理由とされています。

以後120年を経た現在も、メガバンクに交じって地方銀行から唯一、当行だけが資金決済銀行に指定され
ています。
※場勘業務とは、取引立会場（たちあいば）の勘定を縮めた専門用語

3震災復興支援を通じた地域・お客さまとの強固なパートナーシップ
2011年3月11日、東日本大震災という国内観測史上最大の自然災害が発生し、
未曾有の被害をもたらしました。当行では、震災直後より金融インフラの提供と 
金融仲介機能の発揮に努めるとともに、地域・お客さまの復興に向けた取組みを
金融面から支援してきました。

七十七銀行について

女川町

第五代頭取

大野 清敬 氏

七十七銀行は明治11年（1878年）に創業して以来、明治、大正、昭和、平成と四代にわたり、
「地域の繁栄を願い、地域社会に奉仕する」という経営理念のもと、健全経営に徹しながら幾多
の困難を乗り越え、着実に発展してまいりました。令和の新時代においても、地域と共に歩み続
けてまいります。

1 2 充実したコーポレートガバナンス
取締役の多様性を通じた取締役会の実効性向上を 
実現するため、社外取締役や女性役員の登用を積極
的に進めており、現在の社外取締役比率は４１．１％、
女性役員比率は１１．７％となっております。

 地域からの信頼
宮城県内における当行の預金シェアは約５５％、 
貸出金シェアは約４３％と高い割合を占めており、 
多くのお客さまより支持をいただいております。

信頼と
成長の
軌　跡

渋沢 栄一 氏
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「For The Customer & For The Future
『ベスト・コンサルティングバンク』」の実現

お客さまのニーズ・課題を把握し、最適なソリューションを提供する「コンサルティング」

により、お客さまの満足度および当行に対する信頼度をより一層高めてまいります。
取締役頭取

中期経営計画１年目の振り返り

１．創業140周年を迎えて
当行におきまして2018年度は、3年間の新たな中期経

営計画をスタートさせた年であるとともに、12月には創業
140周年を迎えるなど、記念すべき年でもありました。

創業140周年の記念事業として、営業店毎に社会貢献
活動を実施する「一店舗一貢献運動」をはじめ、お客さま
のビジネスチャンス拡大と地域経済活性化への貢献を目的
としたビジネスフォーラムや、スタートアップ企業等からIT
を活用したサービス・アイディアを募集するビジネスコンテ
ストの開催、公式キャラクター「シチシカくん」の公表、
金融資料館のリニューアルなど、新たな試みも含め、様々
な記念事業を実施いたしました。

これまで以上に地域との関わりを持つことで、お客さま
や地域に対する思いをより一層強くするとともに、当行の
歴史を再確認することもできました。また何より、お客さま
に感謝の気持ちを伝えることができたのではないかと思い
ます。

さて、平成の30年間を振り返りますと、金融を取り巻く
環境、そして日本経済の環境は大きく変化してまいりまし
た。バブル経済の崩壊や不良債権処理問題、金融ビッグ
バン等の規制緩和やリーマンショックの発生などもあり、
我が国経済は低成長となるなか金融機関を取り巻く環境は
厳しさを増し、今日の異次元の金融緩和、マイナス金利の
時代に突入しております。

金融に限らず、経済の多くの分野がグローバル化や市
場経済の波にさらされ、大きく変化してまいりました。これ
からはデジタル化のさらなる進展も加わり、変化はさらに大
きく、そのスピードはさらに加速していくものと思われます。

こうした状況の下、当行が、総合金融サービスを提供
する東北のリーディングバンクとして、優れたビジネスモ
デルを創造し、お客さまや地域にとって、最も役に立ち、
最も頼りにされ、社会の発展に貢献し続けるためには、今
まで以上に、時代の変化に鋭敏に反応し、変化をチャンス
と捉えて対応していく姿勢が求められます。

そのためには、発想をより豊かにし、プロアクティブに
新しいことを研究、準備しながら、時代の変化に対応して
いく力をより一層向上させていく必要があると、周年の節
目を終えてあらためて強く感じております。

２．当行が取り組む「コンサルティング」
2018年度より開始した中期経営計画では、「コンサルテ

ィング」により、お客さまの満足度と当行に対する信頼度
をより一層高め、収益力の向上、従業員満足度の向上を
実現するといったビジネスモデルを掲げております。
「いつも顧客ありきであり」「お客さまの役に立つこと」、

その結果として当行の収益にもつながる取組みが「コンサ
ルティング」であります。お客さまとのリレーションを構築し、
法人のお客さまであれば事業性評価を実施し、個人のお
客さまであればその家計、ライフプランニングに関わり、
目標の実現、発展・成長のための課題解決に向けて、コ
ンサルティング力を発揮し、お客さまの役に立ち、当行の
総合取引、総合収益にも結び付けていくというビジネスモ
デルであります。

コンサルティングにおいては、銀行側が売りたい商品・
サービスありきではなく、顕在化している、または潜在的
なお客さまのニーズを基点とする取組みがポイントとなりま
す。コンサルティングを実施するためには、お客さまのとこ
ろに足繁く通い、様々な知恵を絞る必要があります。一朝
一夕のものではなく、時間がかかる取組みでありますが、
それゆえに、お客さまに役に立つと評価され、他社との差
別化につながるものになるのだと思います。

お客さまとひざを突き合わせて課題を共有し、どうすれ
ばお客さまの役に立てるか、知恵を絞り、ともに悩み、解
決していく、やりがいのあるビジネスモデルであり、コン
サルティング営業は、企業や個人を問わず、すべてのお客
さま、そして地域を豊かにしていくものであると考えており
ます。

全国的に少子高齢化、人口減少が進むなか、中小企業
の最大の悩みは後継者不足、事業承継であります。このま
までは、日本の中小企業の3分の1は廃業するとも言われて
おります。日本の企業数の99％は中小企業であり、中小企
業が減少していきますと、大企業が手を出さないニッチな

トップメッセージ
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分野を埋められなくなりますし、地域の産業は衰退、崩壊
し、地域に雇用が無くなってしまいかねません。それは当行
を含む地方銀行のマーケットが縮小、消滅する危機につな
がるものであり、地方創生にも大きな影響を与えてしまいま
す。

また、宮城県沿岸部では、宮城県震災復興計画における
「発展期」に入っておりますが、復興予算が縮小するなか、
取引先の中には販路が回復しない企業や、従業員の高齢
化、人手不足、後継者不足が問題となっている企業も見
受けられます。震災復興のためにも事業再生、事業承継、
そして、それらの課題解決策でもあるM&A等に力を入れ
ていく必要があります。

地域産業と金融は表裏一体であります。当行のネット
ワークを活用したコンサルティング営業を通じて、地域経
済・地域企業を守り、当行のマーケットを守ってまいりたい
と思います。

３．重点戦略の取組み
重点戦略1　成長戦略　～収益力の強化～

＜コンサルティング力の強化に向けた体制整備＞
本部の営業推進体制整備に向けて、営業渉外部を「コ

ンサルティング営業部」に名称変更し、シンジケート・ロー
ンやストラクチャード・ファイナンス等の法人向け貸出業務
を取り扱う「コーポレートファイナンス課」を新設いたしま
した。また、資産運用サポート課を「コンサルティング営
業課」に名称変更し、事業承継やM&A、相続、資産運
用等、お客さまの幅広いニーズにお応えできる体制を整備
しております。さらに、宮城県内営業店を6エリアに区分
し、各エリアにコンサルティング営業部の渉外担当者を配
置する「地域サポートチーム」を編成し、本部による営業
店のサポート体制を強化しております。

これらの体制整備に加え、コンサルティング営業部の営
業人員を現中期経営計画開始前の42名から、2019年3
月末時点において68名まで増員しており、2020年3月末
までに約80名まで増員していく計画であります。

このほか、地域経済や産業動向等に関する専門性の高
い調査研究と、取引先の課題解決に向けた実効性のある
コンサルティングサービスの提供等を行う子会社として

「七十七リサーチ＆コンサルティング株式会社」を設立いた
しました。

＜人材育成＞
「顧客ありき」を考えますと、お客さまがデジタルのサー

ビスだけで満足するわけはなく、人によるサービスに対す
るニーズはなくならないと思います。お客さまへの営業や
交渉等の業務、企画やマネジメントの業務等、人がすべき
ことは依然として多く、行員の質やレベルが、競合先との
差別化につながるものと考えております。そのための教育
が重要であり、コンサルティング能力の向上に向けて「人

材育成プログラム」を策定し、人材育成に取り組んでおり
ます。

2018年度より働き方改革の一環として新たに開催して
いる「平日夜間セミナー」では、開催回数は7回、受講者
数は807名となりました。

＜事業性評価の取組み＞
すべてのビジネスはお客さまの何らかのニーズに応える

ことによって、対価を得るものであります。銀行に収益を
もたらすのはお客さまであり、お客さまを良く知り、ニーズ
を広く捉え、どう応えるかがビジネスモデルを考える際の
基本であります。事業性評価もそのために行うものであり、
お客さまのことを徹底して考え抜くことが重要となります。

2019年3月末の事業性評価先数は、2018年3月末対
比1,723先増加の4,978先となっております。数多くの経
営課題をお客さまと共有しておりますので、解決に向けた
取組みにより、お客さまの持続的な成長・発展に貢献して
まいりたいと思います。

重点戦略2　地域経済活性化戦略　～地域価値の向上～
震災復興支援については、宮城県震災復興計画における

「再生期」から「発展期」へのステージの変化や復興需要
の動向等を踏まえ、被災地の実情に即した震災復興支援
を実施してまいりました。

地方創生については、「まち・ひと・しごと」の創生に
向けた取組みとなりますが、「しごと」の創生をメインに、「創
業・新規事業支援」「地域中核企業支援・育成」「まちづ
くり支援の促進」「観光振興支援」の4つの枠組みを掲げ
取り組んでまいりました。地域未来牽引企業への推薦を通
じた創業・新規事業支援のほか、宮城県産品のPRにつな
がるビジネスマッチング、廃校を利活用した事業の計画策
定支援、観光資源の充実に向けた支援など、好事例も多
く出てきております。

重点戦略3　生産性向上戦略　
～経営資源の効果的・効率的な配分～

コンサルティング業務に注力するための人員・時間の確
保に向けて、次世代型店舗「のぞみ野出張所」を新設し
たほか、「遠隔相談システム」や「タブレット型端末」など
の次世代型店舗機能の導入店舗を拡大いたしました。ま
た、営業時間の見直しのほか、店舗内店舗の形態による
営業も展開してまいりました。

さらに、営業店事務の本部集中化、事務フローの見直
し、RPA（ロボティック・プロセス・オートメーション）の
導入による業務の自動化等に取り組み、年間約8万5千時
間の削減効果を創出しております。

働き方改革においては、従業員等一人ひとりが心身とも
に健康な状態でいきいきと仕事に取り組むことができる環
境の整備に向けて「健康経営宣言」を策定し、当行敷地
内を全面禁煙にするなどの取組みを実施いたしました。

重点戦略4　ガバナンス戦略　
～持続的な成長に向けたガバナンスの強化～

＜ガバナンスの充実・強化＞
マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与防止対策の

国際的な重要性の高まり等を踏まえ、「マネー・ローンダリ
ング対策課」を新設したほか、「マネー・ローンダリング等
防止にかかる当行の方針」を制定いたしました。

また、コーポレートガバナンスの強化に向けた取組みと
して、監査等委員会による経営監視機能を強化し、より
実効性の高いコーポレートガバナンス体制を構築するた
め、監査等委員である社外取締役を1名増員いたしまし
た。

こうした取組みにより、社外取締役の比率は41.1％、
女性役員の比率は11.7％となっております。

＜株主価値の向上＞
「株主還元」について当行は、銀行としての公共的性格

と経営の健全性維持等を総合的に考慮したうえで、安定
的な配当還元を継続していくことを基本方針としておりま
す。

2019年3月期については、業績等を総合的に勘案する
とともに、株主還元の充実を図る観点から、年間配当金
を前期から1株につき2円50銭増配し、1株当たり47円50
銭としており、2020年3月期の年間配当については、1
株当たり50円と予想しております。

また、機動的な資本政策の遂行および株主の皆さまへ
の利益還元を図る観点から、総額約8億円の自己株式取
得を実施しております。

今後とも経営環境の変化等を勘案し、自己株式の取得
を含め、株主還元の拡充を図ってまいりたいと思います。

ステークホルダーへのメッセージ
本年4月、政府より令和6年に発券予定の1万円札に

「渋沢栄一」の肖像が使用されるという発表がなされました。
「日本の資本主義の父」とも称された渋沢栄一は当行の創
業に際し物心両面で支援するなど、当行とのつながりが大
変深い人物であります。

渋沢翁が唱えた「道徳経済合一」は、利益の独占を戒
め、社会に還元すべきとする「利益と公益との両立」の考
えであります。この精神は、企業の経営者が参考とすべき
モデルの一つであり、国連が提唱する「持続可能な開発
目標（SDGs）」の考えにも通じるものと考えております。

渋沢翁の共存の精神は、当行の経営理念であります「行
是」の「銀行の発展は地域社会の繁栄とともに」の一文
に反映され、当行の役職員全ての心に今でも息づいてお
ります。

金融機関を取り巻く環境は、少子高齢化や人口減少と
いった社会構造的な問題や日銀の金融緩和政策の継続等
により、より一層厳しさを増しておりますが、こうした時代
だからこそ、この経営理念にあらためて立ち返り、地域に
根ざしたビジネスモデルを展開し、地域社会の繁栄に貢献
していくことが必要であると考えております。

今後も皆さまに、信頼され、役に立ち、喜ばれる銀行を
目指してまいりますので、引続き、一層のご支援、お引き
立てを賜りますようお願いいたします。
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財務情報

692

業務粗利益

801
751

0

500

1,000

（単位：億円）

2015年
3月期

2016年
3月期

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

692 677

78,918

73,612

預金・譲渡性預金残高の推移

79,64379,643

74,34874,348

0

80,000

70,000

60,000

（単位：億円）
■ 預金・譲渡性預金残高　
■ うち宮城県内預金・譲渡性預金残高

78,549 78,214
79,712

73,847
75,032

73,360

2015年
3月末

2016年
3月末

2017年
3月末

2018年
3月末

2019年
3月末

220

179

（単位：億円）

経常利益・当期純利益

305

169

216

157 166

233

167

■ 経常利益　■ 当期純利益

2015年
3月期

2016年
3月期

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

0

100

200

400

300
243

（単位：％）

（2019年3月末）

※ゆうちょ銀行、農漁協は含まれておりません。 ※農漁協は含まれておりません。

宮城県内預金シェア

都銀等 9.4

信託 4.4

地銀 5.0

信金 9.7

その他 6.6

七十七銀行

54.9
七十七銀行

42.6
第二地銀 10.0

（単位：％）

（2019年3月末）宮城県内貸出金シェア

都銀等 12.6
信託 1.8

地銀 15.3

信金 7.7

その他 6.5

第二地銀 13.5

宮城県内預金・貸出金シェア

10.2010.20

自己資本比率（国内基準）

12.19
10.9010.90 10.4810.48 10.1810.18

0

8

4

12

バーゼルⅢ基準

16

（単位：％）

2015年
3月末

2016年
3月末

2017年
3月末

2018年
3月末

2019年
3月末

5,611
908

3,244

1,076

249
134

預り資産残高の推移

5,730
971

3,098

1,338

142
0

8,000

6,000

4,000

2,000

（単位：億円）

■ 投資信託　■ 公共債
■ 保険　　　■ 外貸預金
■ 仕組債等

7,015

6,166
6,521

3,303

17 67 174
181134 148 158

2,371
1,747

2,559

1,002

2,860

1,075

3,001

1,086

2015年
3月末

2016年
3月末

2017年
3月末

2018年
3月末

2019年
3月末

166
192

業務純益・コア業務純益

230 232

142
160

187
205

149

231231

0

100

200

300

（単位：億円） ■ 業務純益　■ コア業務純益

2015年
3月期

2016年
3月期

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

47,250

34,252

貸出金残高の推移

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

（単位：億円）
■ 貸出金残高　
■ うち宮城県内貸出金残高

46,271

33,489

44,50343,579

29,177 30,272
31,544

2015年
3月末

2016年
3月末

2017年
3月末

2018年
3月末

2019年
3月末

42,277

0

-100

100

25 23

▲2
4 58 4

（単位：億円）

（参考）与信関係費用の推移

▲46
▲64

▲19

▲38 ▲62 ▲16

▲1

▲23

▲27

▲0

2015年
3月期

2016年
3月期

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

▲1

■ 貸倒引当金戻入益
■ 偶発損失引当金戻入益

■ 一般貸倒引当金繰入額
■ 不良債権処理額

▲1

格付種類
格付け

格付の定義

長期発行体格付け

債務履行の確実性は非常に高い

発行体格付け

信用力は高く、部分的に優れた要素がある

ＡＡ

Ａ

格付け（2019年7月31日現在）

低

高

債
務
履
行
の
確
実
性

ＡＡＡ

ＢＢＢ

ＣＣＣ

ＣＣ

Ｃ

Ｄ

ＢＢ

Ｂ

ＡＡ
Ａ

格付機関

日本格付研究所
（ J C R ）

長期預金格付け

中級の上位と判断され、信用リスクが低い
Ａ2ムーディーズ

（ Moody’s ）

格付投資情報
センター

（ R & I ）

Ａaa

Ａa

Ｂaa

Ｃaa

Ｃa

Ｃ

Ｂa

Ｂ

Ａ 29,649

21,695

6,576

1,378

有価証券残高の推移

40,000

30,000

20,000

10,000

0

（単位：億円）
■ 株式　■ その他　
■ 債券

31,260

23,306

6,359

1,595

36,836

32,426
34,789

5,115

30,296
1,425

1,252
1,510

5,666

27,871

6,360

24,556

2015年
3月末

2016年
3月末

2017年
3月末

2018年
3月末

2019年
3月末

※外貨預金は金融預金およびオフショア勘定を含んでおりません。

（注1） 「D」を使用していない格付機関もあります。
（注2）  「AA」から「CCC」（格付機関により「B」）までの格付け

には、同一等級内の相対的な位置を示す符号として「＋」、
「－」もしくは「1」〜「3」が使用されます。

（注）  2015年3月期〜2018年3月期は、一般貸倒引当金および個別
貸倒引当金の合計額ならびに偶発損失引当金が取崩となりまし
たことから、貸倒引当金戻入益および偶発損失引当金戻入益を
計上しております。

財務・非財務ハイライト　
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財務情報

0

20

40

60

80

100

■ 貸出金残高　　　  県内貸出金比率
■ うち宮城県内向け貸出金

47,250

34,252
72.572.4

宮城県内向け貸出金の状況

46,271

33,489 

0

50,000

40,000

20,000

30,000

10,000

（単位：億円、％）

42,277
44,50343,579

69.0 69.5 70.9

29,177 30,272 31,544

2015年
3月末

2016年
3月末

2017年
3月末

2018年
3月末

2019年
3月末

宮城県内貸出金残高、県内貸出金比率

11,342
10,857

10,930 10,467

個人向け貸出金の状況

10,965

10,489

0

11,000

9,000

10,000

8,000

7,000

（単位：億円）

■ 個人向け貸出金残高　　　　　■ 住宅ローン残高
■ うち県内個人向け貸出金残高　■ うち県内住宅ローン残高

8,609

8,860

8,056

8,644
9,023

9,775

10,581

9,363

10,118
9,316

10,125
9,688

2015年
3月末

2016年
3月末

2017年
3月末

2018年
3月末

2019年
3月末

個人向け貸出金・住宅ローン残高の推移

8,274

8,913

金融再生法開示債権・リスク管理債権の状況
（2019年３月末、単位：億円）

区分 保全額 保全率

リスク管理債権
（対象：貸出金）

金融再生法開示債権
(対象：与信関連科目、ただし要管理債権は貸出金のみ)

【金融再生法開示債権】
①破産更生債権及びこれらに準ずる債権
破産などの理由で経営破綻に陥ったお取引先に対する債権やこれらに準ずる債権。
②危険債権
経営破綻はしていないが、財政状態や経営成績が悪化して、契約通りに元本の回収や利息の受取りができない可能
性の高い債権。
③要管理債権
3カ月以上延滞債権と貸出条件緩和債権のうち①②以外の債権。
④正常債権
お取引先の財政状態や経営成績に特に問題がない、①～③以外の債権。

【リスク管理債権】
①破綻先債権
未収利息を計上していない貸出金のうち、破産法などの法的手続きが取られているお取引先や手形交換所で取引停
止処分などを受けたお取引先に対する貸出金。
②延滞債権
未収利息を計上していない貸出金（ただし、①およびお取引先の経営再建や支援のために利息の支払を猶予した貸
出金は除く）。
③3カ月以上延滞債権
元本や利息の支払が約定支払日の翌日から3月以上遅延している貸出金（ただし、①と②は除く）。
④貸出条件緩和債権
お取引先の経営再建や支援のために、金利の減免や利息の支払猶予、債権の放棄など、お取引先に有利な取決めを
した貸出金（ただし、①～③は除く）。

合　計
47,767

正常債権
46,807

小計
960

要管理債権
268

危険債権
539

破産更生債権および
これらに準ずる債権

153

145

153

782

484

54.2%

100%

81.5%

89.8%

合計
954

貸出条件緩和債権
249

3カ月以上延滞債権
19

延滞債権
638

破綻先債権
48

18,254

13,893

40.6
38.6

中小企業向け貸出金の状況

35

40

45

5018,000

16,000

14,000

12,000

0 0

（単位：億円、％）

■ 中小企業向け貸出金残高　 ■ うち県内中小企業向け貸出金残高
　　 中小企業向け貸出金比率　　　  県内中小企業向け貸出金比率

17,515

13,366

39.914,121

16,452

15,195

33.4
34.9

37.3
35.7

37.0

39.5
37.9

10,414
11,300

12,445

2015年
3月末

2016年
3月末

2017年
3月末

2018年
3月末

2019年
3月末

中小企業向け貸出金残高、中小企業向け貸出金比率

業種別貸出金の状況

業種別貸出金残高
（2019年3月末）

製造業
農業、林業
漁業
鉱業、採石業、砂利採取業
建設業
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業
運輸業、郵便業
卸売業、小売業
金融業、保険業
不動産業、物品賃貸業
その他サービス業
地方公共団体
その他
合計

貸出金残高 うち宮城
県内向け 同比率

（単位：億円、％）

※業種別の貸出金残高の内訳は単位未満切り捨て

4,200
65
50
37

1,536
1,927
292
1,277
3,844
3,059
9,795
3,412
6,407
11,342
47,250

1,799
56
49
11

1,300
1,593
69
720
2,686
1,002
5,779
2,803
5,446
10,930
34,252

42.8
86.4
99.6
31.3
84.6
82.7
23.7
56.4
69.9
32.8
59.0
82.1
85.0
96.4
72.5

非財務情報

 金融仲介

23

M&Aアドバイザリー契約締結先数

10

（単位：先）

2016年度 2017年度 2018年度

15

434

七十七ビジネスマッチングサービス（※）成約件数

290

（単位：件）

2016年度 2017年度 2018年度

342

※ お取引先の課題解決を目的に当行の提携先を紹介するサービス

864

創業支援（※）件数

765

（単位：件）

2016年度 2017年度 2018年度

818

※ 創業計画の策定支援、創業期の取引先への融資、政府系金融機関や創業支援機関
の紹介、ベンチャー企業への助成金・融資・投資

18.4

経営者保証に関するガイドラインの活用先数の全与信先数に占める割合

11.3

（単位：％）

2017年
3月末

2018年
3月末

2019年
3月末

14.9

404

事業承継支援（※）先数

174

（単位：先）

2016年度 2017年度 2018年度

367

※ 自社株評価実施、株主承継対策支援、事業承継の外部専門家紹介、後継者への経
営者保証に関するガイドラインの活用

4,978

7,155

事業性評価先数

1,776

（単位：先）

2017年
3月末

2018年
3月末

2019年
3月末

3,255

評価先の貸出金残高

4,011

（単位：億円）

2017年
3月末

2018年
3月末

2019年
3月末

5,436

36.6

ソリューション提案（※）先数の全取引先数に占める割合

23.0

（単位：％）

2017年
3月末

2018年
3月末

2019年
3月末

32.1

※ 本業支援、財務支援、経営計画策定支援、創業支援、販路開拓支援、M&A支援、
事業承継支援

1,507

海外ビジネス支援（※）件数

712

（単位：件）

1,290

2016年度 2017年度 2018年度

※ 海外進出支援、販路拡大・調達支援、海外情報の提供等
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417 8,807

71
2,198

49 1,558

お客さま向けセミナー開催回数・参加者数
■ 開催回数　■ 参加者数（単位：回、人）

2016年度 2017年度 2018年度

14,861

〈七十七〉積立投信の契約者数

11,309

（単位：人）

2017年
3月

2018年
3月

2019年
3月

11,838

1,954

1,869

1,709

（単位：名）

2017年
3月末

2018年
3月末

2019年
3月末

「認知症サポーター」養成講座受講者数
436

395

359

（単位：名）

2017年
3月末

2018年
3月末

2019年
3月末

「サービス・ケア・アテンダント」資格取得者数

 人材　▶ （働き方改革への取組み…49ページ）

（2019年3月末）

2名

2名

33名

企業内弁護士

企業内公認会計士

中小企業診断士

￥

30,554

非課税口座（NISA等）開設件数

23,674

（単位：件）

2017年
3月

2018年
3月

2019年
3月

26,871

2,279

FP1級・CFP・FP2級・AFP資格の取得者数

2,039

（単位：名）

2017年
3月

2018年
3月

2019年
3月

2,163

 お客さま本位の取組み　▶ （お客さま本位の業務運営に関する取組み…63ページ）

非財務情報

 社会貢献活動　▶ （社会貢献活動…69ページ）

[金融教育] [金融教育]
東北学院大学提供講座受講者数

13.2

（単位：％）

12.811.6

2017年
3月末

2018年
3月末

2019年
3月末

管理職に占める女性の割合

37.8

（単位：％）

35.8
37.1

2017年
3月末

2018年
3月末

2019年
3月末

コンサルティング業務に占める女性の割合

73.8

（単位：％）

72.4
73.2

2016年度 2017年度 2018年度

年次有給休暇取得率
金融資料館入館者数（※）

1,159名
（2018年度）

※ お金や銀行の歴史・役割などを紹介するため、1998年に創業120周年を記念し
本店内に開設した資料館。創業140周年を記念し2019年3月にリニューアルオー
プン。

[環境]

713件/1,169百万円

〈七十七〉ESG日本株オープン
（みやぎの絆）（※）の販売実績

（2018年度）
※ 創業140周年を記念し、2018年7月より取扱いを開始した投資信託商品

であり、当行が受け取る信託報酬の一部について、震災より壊滅的な被
害を受けた海岸防災林の再生活動のため寄付しております

[社会福祉への貢献]
企業献血による献血事業への協力

294名

献血者数

（2018年度）

272名
（2018年度）

※ 地域の小・中学生に生のオーケストラ演奏に接する機会を提供するコンサート

[文化活動支援]

58回

七十七ふれあいコンサート（※）
（1992年度～2018年度）

[文化活動支援]

※ “SENDAI光のページェント”を盛り上げるために開催するチャリティーコンサート

27回

スターライトシンフォニー（※）
（1991年度～2018年度）
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